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第１章 子どもが健やかに育つ環境づくり 

第１節 教育環境の充実【資料２ １ページ～】 

  

（表１） 中学校校区別新小学１年生の推計                 （人） 
 

R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 

第一中学校区 134 132 117 111 108 101 106 

第二中学校区 97 90 71 75 74 66 67 

第三中学校区 90 85 92 85 78 79 66 

第四中学校区 60 56 64 46 53 52 41 

本成寺中学校区 91 68 78 80 71 67 65 

大島中学校区 25 32 29 34 31 33 45 

栄中学校区 58 61 63 69 62 57 58 

下田中学校区 54 42 47 40 27 33 31 

大崎学園 86 84 88 75 62 58 61 

合計 695 650 649 615 566 546 540 

資料：学校教育課作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

 (表２) いじめ認知件数及び不登校児童生徒数の推移 

資料：令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果（厚生労

働省）、学校教育課作成 

 

第３節 子どもの育ちへの支援【資料２ ８ページ～】 

（図１） 障がい児通所支援※ 支給決定人数の推移 

 
※ 療育や訓練等が必要な児童に対して、日常生活の基本的動作の指導、

知識や技能の提供、集団生活への適応訓練等の支援を行うもの 

資料：子育て支援課作成 

H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度

高校生 7 8 15 12 7 13

中学生 17 15 24 26 30 29

小学生 32 47 68 83 95 106

未就学児 60 94 78 114 80 92
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 H29 年度 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 

小

学

校 

い

じ

め 

認知件数（件） 
全国 317,121  425,844  484,545  420,897  500,562  

三条市 48  51  105  85  79  

1,000 人当たりの 

認知件数（件）  

全国 49.1  66.0  75.8  66.5  79.9  

三条市 10.0  10.8  22.4  18.4  17.7  

不

登

校 

児童生徒数(人) 
全国 35,032  44,841  53,350  63,350  81,498  

三条市 27  35  28  39  55  

1,000 人当たりの 

児童生徒数（人）  

全国 5.4  7.0  8.3  10.0  13.0  

三条市 5.6  7.4  6.0  8.5  12.3  

中

学

校 

い

じ

め 

認知件数（件） 
全国 80,424  97,704  106,524  80,877  97,937  

三条市 41  42  142  78  44  

1,000 人当たりの 

認知件数（件） 

全国 24.0  29.8  32.8  24.9  30.0  

三条市 16.4  17.1  58.8  33.6  19.0  

不

登

校 

児童生徒数（人） 
全国 108,999  119,687  127,922  132,777  163,442  

三条市 78  82  81  90  100  

1,000 人当たりの 

児童生徒数（人） 

全国 32.5  36.5  39.4  40.9  50.0  

三条市 31.2  33.4  33.5  38.7  43.2  
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第２章 持続可能で個性的な地域産業の振興 

第１節 商工業の振興【資料２ 11 ページ～】 

  

（図２）類似の産業構造を有する他市との労働生産性※の比較 

 
※従業員１人当たりの付加価値額 

資料：経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調

査」再編加工（内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」から出力） 

 

（図３）全国との従業員規模別企業割合の比較 

 

資料：2020 年工業統計調査（経済産業省） ※2019 年実績 
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第２節 農林業の振興【資料２ 16 ページ～】 

  

（図４）新潟県の米の相対取引価格の推移（全銘柄平均価格（60 ㎏当たり）/税込（円）） 

 

資料：北陸の米生産を知る(平成の米：新潟県)から抜粋（北陸農政局統計部） 

 

（図５）農業経営体数の推移 

 

資料：農林業センサス（農林水産省） 

 

 

  

15,595 15,688
15,716

14,522

13,144

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

H29年産 H30年産 R１年産 R２年産 R３年産

（円）

2,910 

2,484 

2,014 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H22年 H27年 R２年

（経営体）



6 

 

第３章 健康で心豊かに暮らせる環境づくり 

第１節 健康づくりの推進【資料２ 23 ページ～】 

 

（図６）令和２年度各種健（検）診の受診率及び未受診率 

 

資料：健康づくり課作成 

 

(図７)人口 10 万人当たりの自殺者数の推移及び新潟県、全国との比較 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 
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第２節 安定した医療体制の確保【資料２ 26 ページ～】 

 

(表３) 三条市消防本部 令和３年度 県央医療圏外への搬送数及び搬送率 

重症以上 中等症 軽症・その他 計（構成比） 

220 人（6.7％） 439 人（13.4％） 140 人（4.3％） 799 人（24.4％） 

資料：令和３年版救急関係 

 

 (表４) 新潟県同規模消防本部 令和３年度 医療圏外への搬送数及び搬送率 

 

 

 

資料：消防本部作成 

 

(図８) 救急告示病院の医師数（常勤換算）の推移（H25 年を 100 とした場合の指数） 

資料：県病院協会会員名簿 

 

（図９）循環器系疾患の１人当たり医療費の推移 

 

資料：平成 29 年度～令和２年度疾病分類表（大・中分類）統計（新潟県国民健康保険団体連

合） 
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第３節 地域包括ケアの推進【資料２ 28 ページ～】 

  

（図 10）要介護度別認定者数の推移  
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資料：高齢介護課作成 
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(図 11) 介護保険事業所等における人材確保状況 

※１ デイサービス、通所リハビリテーション 等 

※２ グループホーム、特別養護老人ホーム 等  

資料：令和元年度 介護保険事業計画策定に向けた介護保険施設等アンケート調査 
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第４章 全ての人の尊厳を守るまちづくり 

第１節 尊厳に対する感覚の深化【資料２ 34 ページ～】 

 

(図 12)過去３年間で受けたセクシャル・ハラスメント(セクハラ、性的いやがらせ)の経験 

資料：令和４年度 男女共同参画に関する市民意識調査 

 

第２節 尊厳を守る体制の強化【資料２ 36 ページ～】 

（図 13）認知症高齢者数の推移 

資料：高齢介護課作成 
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（図 14）虐待相談対応実人数の推移 

 

資料：三条市子ども・若者総合サポートシステム 令和３年度活動実績 

 

（表５）障がい者に対する虐待通報件数の推移                  （件） 

 
H29 年度 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 

R４年度 

※10 月末現在 
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国 7,188 8,148 8,717 9,604 - - 

資料：福祉課作成 
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第５章 住み良い地域づくり 

第１節 生活環境の整備【資料２ 38 ページ～】 

  

（表６）令和３年度市民アンケート調査における満足度 

順位 項目 満足度 

1 市民の健康づくり 3.255 

2 上水道の供給 3.244 

3 消防体制 3.228 

4 防災対策 3.140 

5 行政サービス 3.134 

… 

33 観光の振興 2.687 

34 道路環境 2.670 

35 雇用対策 2.645 

36 商業の振興 2.569 

37 公共交通対策 2.543 

資料：令和３年度市民アンケート調査 

 

（図 15）自動車運転免許の返納者数の推移 

 
資料：新潟県運転免許センター 

 

（表７）空き家の推移 

調査年 住宅総数 空き家 空き家率 

H30 年 38,020 戸 4,450 戸 11.7％ 

H25 年 36,750 戸 4,010 戸 10.9％ 

H20 年 36,790 戸 3,970 戸 10.8％ 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 

47 53 39 

103 91 101 
65

131
192

224
201 192

112 

184 

231 

327 

292 293 

0

50

100

150

200

250

300

350

H28年 H29年 H30年 R１年 R２年 R３年

（人）

74歳以下 75歳以上

※３を普通として５段階で評価 



13 

 

（図 16）水道管路の耐震化率の推移 

 

資料：上下水道課作成 

 

（図 17）下水道及び農業集落排水施設の接続率の推移 

 

資料：上下水道課作成 

 

 

第２節 社会資本の適切な管理【資料２ 43 ページ～】 

 

（図 18）建設事業所数及び従業者数の推移 

 
資料：事業所・企業統計調査（総務省）、経済センサス-活動調査（総務省） 
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第３節 安全、安心の確保【資料２ 46 ページ～】 

 

（図 19）三条警察署管内の刑法犯件数の推移 

 

資料：三条警察署 

 

（図 20）交通事故発生状況の推移 

 

資料：三条警察署 
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第４節 地域の維持、活性化【資料２ 49 ページ～】 

 

（図 21）地域の活力向上の循環イメージ 

  

 

 

（図 22）中学校区別人口増減率 

 

資料：平成 22 年・令和２年国勢調査（総務省） 
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第６章 災害に強いまちづくり 

第１節 災害に強い社会資本等の整備【資料２ 55 ページ～】 

  

（図 23）全国（アメダス）の 1時間降水量 80ｍｍ以上の「猛烈な雨」年間発生回数の推移 

 

資料：気象庁 

 

（表８）新潟県地震被害想定調査結果 

県内で最も大きい被害が発生した場合の想定結果 

資料：新潟県 
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想定地震名 
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人的被害 
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前回調査（平成 7年度から 9年度にかけて実施） 

下越地域の地震（M7.0） 

35,896 棟 1,232 人 233,604 人 

 4.8 倍 6.4 倍 2.0 倍 

今回調査（令和元年度から３年度にかけて実施） 

長岡平野西縁断層帯の地震（M7.5） 

171,244 棟 7,920 人 471,386 人 

前回調査との比較 



17 

 

第２節 災害から命を守る仕組みづくり【資料２ 57 ページ～】 

 

（図 24）市の総職員数及び「平成 16 年７月新潟・福島豪雨」を経験した職員数の推移 

 

資料：人事課作成 

 

（図 25）三条市総合防災訓練時の独自訓練実施自治会数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行政課作成 
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